（様式２・３・４）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記入例・解説（小・中・義務教育学校）
学校教育計画
１　学校規模等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  №１
	郡市名
	岐阜市
	学 校 名
	藪田小学校
	（ふりがな）
校 長 名
	やぶた　たろう
藪田　太郎

	学校所在地
	〒 500-8570 岐阜市藪田南2丁目1-1
	電話番号
E-mail 
	０５８－２７２－１１１１
c17785@pref.gifu.lg.jp

	校区の中学校名
	藪田中学校
	
	

	教 員 数
（本務者のみ）
	職 員 数
（本務者のみ）
	学級・児童数

	
	
	学年
	学級数
	児童数

	
	
	
	
	男
	女
	合計

	校　　長
	１
	事務職員
	１
	第１学年
	２
	２０
	３０
	５０

	副 校 長
	０
	学校図書館事務員
	１
	第２学年
	２
	３０
	２０
	５０

	教　　頭
	１
	養護職員（看護師等）
	０
	第３学年
	２
	２０
	３０
	５０

	主幹教諭〇「教員数・職員数」
※事務職員等、各学校で「学校基本調査」の担当者と連携を図って作成すること。
・「学校基本調査」における、本務者の項目の数をそのまま記入する。カウントの仕方はすべて「学校基本調査」に拠る。
・県費教職員、市町村費教職員すべて含む。
・配置されていない場合は「０」と記入する（斜線ではない）。

	０
	学校栄養職員
	１
	第４学年
	２
	４０
	３０
	７０

	指導教諭
	０
	学校給食調理従事員
	２
	第５学年
	２
	３０
	４０
	７０

	教　　諭
	１３
	用務員
	１
	第６学年
	２
	４０
	３０
	７０

	助 教 諭
	０
	警備員・その他
	３
	特別支援学級
	２
	　５
	　５
	１０

	養護教諭
	１
	・設置がある場合には、担当教諭が「自校」「巡回」のいずれか、当てはまる形態に〇を付ける。
・当てはまらない欄の児童数は斜線を引く。

	
	合計
	１４
	１８５
	１８５
	３７０

	養護助教諭
	０
	
	
	通級指導教室【LD・ADHD等】

	栄養教諭
	１
	
	
	設　置
	内　訳
	児童数

	
	
	
	
	
	
	男
	女
	合計

	講　　師
	２
	
	
	・自　　校
・巡　　回
	自校の児童
	２
	２
	４

	合　　計
	１９
	合　　計
	９
	
	他校から通級
	１
	１
	２

	※「特別の教育課程を編成し、実施する日本語指導教室」
・特定の教科について、別室での個別指導を自校の教諭で分担して実施している場合（例：国語の授業は別室で個別の指導をする）などもすべて当てはまる。

	設置なし
	他校へ通級
（自校児童）
	
	
	

	
	合　　計
	３
	３
	６

	特別の教育課程を編成し、実施する
日本語指導教室
	通級指導教室【言語】

	設　置
	内　訳
	児童数
	設　置
	内　訳
	児童数

	
	
	男
	女
	合計
	
	
	男
	女
	合計

	・自　　校
・巡　　回
	自校の児童
	
	
	
	・自　　校
・巡　　回
	自校の児童
	
	
	

	
	他校から通級
	
	
	
	
	他校から通級
	
	
	

	設置なし
	他校へ通級
（自校児童）
	０
	０
	０
	設置なし
	他校へ通級
（自校児童）
	２
	２
	４

	合　　計
	０
	０
	０
	合　　計
	２
	２
	４

	
	
	
	
	


２　学校経営の全体構想                                                                     №２
	※　学校の教育課題・教育目標・本年度の重点等、校長による学校経営の全体構想を１頁程度にまとめて記載する。（各学校で学習指導要領に示されたカリキュラム・マネジメントの趣旨を踏まえて作成されているもの）


３　学校運営諸表
（１）学校運営機構                                                     　           №３－（１）
※　運営機構を分かりやすく示す。その際、以下の委員会を必ず位置付けること。
	○ 教職員の資質向上に関する委員会（平成12年12月1日付け学人第588号）
○ 不登校未然防止・対策委員会（令和元年11月8日付け教総第357号、学安第310号、学支第1327号)
○ いじめ未然防止・対策委員会（平成25年7月22日付け学支第581号、平成25年10月22日付け学支第1044号、平成29年3月24日付け学安第875号、平成29年8月31日付け学安第427号）
○ 教育相談委員会（平成29年3月23日付け学安第879号）
○ 学校保健安全委員会（平成9年9月　文部省保健体育審議会答申）(平成21年3月　岐阜県教育委員会「学校安全 管理・教育の手引」改訂版)
○ 学校安全対策委員会（平成25年9月27日付け学支第944号、教特第258号、教スポ第1027号）
・ 非常変災時の情報収集担当者を必ず位置付け、☆印を付ける。
○ 食物アレルギー対応委員会（平成26年4月3日付け体健第24号、平成26年4月4日付け体健第25号）
・ 児童の安全に係る事案を常時協議する組織として設置する学校安全対策委員会と兼ねることも可とする。
○ 食育推進委員会（平成19年12月4日付け教スポ第825号）
・ 学校保健安全委員会に栄養教諭や学校栄養職員、給食主任等の食に関する指導担当者を加えて兼ねることも可とする。
○　特別支援教育に関する委員会（平成16年2月20日付け学政第1083号の2）
○　補助教材等審査会（昭和62年2月27日付け教職第729号）
○　補助教材等会計委員会（昭和62年2月27日付け教職第729号）
○　学校徴収金運営委員会（平成17年1月18日付け学人第686号）
○　学校徴収金契約審査会（平成17年1月18日付け学人第686号)
・　「学校徴収金運営委員会」及び「学校徴収金契約審査会」について、市町村教育委員会の学校徴収金事務取扱要領に定められている構成員が重なる場合は、一方の委員会と兼ねてもよい。
○　その他
・　学校運営協議会を設置している場合は位置付ける。委員の立場、人数が分かるように記載する。
・　校務分掌に「教育相談コーディネーター」を配置する。「教育相談主任」は従来通り配置する。
・　ＩＣＴ関連業務分担の明確化・組織化を図るために、校内研修を担う「ＩＣＴ活用推進担当」と、端末・ネットワークの管理を担う「情報管理担当」を明確にする。「ＩＣＴ活用推進担当」については、ＩＣＴに係る校内研修（授業実践含む）を推進する役割を担うことから、教務主任、研究主任、学力向上推進教師等が兼務することが考えられる。「情報管理主任」は、児童生徒に配布したＰＣ端末等のＩＣＴ機器やネットワークの管理の役割を担うことから、校務主任等が兼務することが考えられる。兼務する際には、以下のように記載する。
※（例）研究主任（ＩＣＴ活用推進担当）、校務主任（情報管理担当）
  ・　校務分掌に研修計画の立案その他の研修に関する事項について連絡調整及び指導助言に当たる者として、「研修主事」を配置する。また、校内研修に関わる組織（校内研修推進委員会）を位置付ける。
· 適正な会計処理を図るため、補助教材等選定審査会は、校長が審査会長となり、補助教材等会計委員会は、教頭が委員長となる等、役割を分けて組織するとよい。



（２）現職研修計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　№３－（２）
	
	各種研修
	ＩＣＴ活用研修

	４月
	・いじめの未然防止・早期発見・早期対応
	・一人一台端末の配布と管理

	５月
	
	・端末の家庭への持ち帰りと情報モラル

	６月
	・不登校の現状と解決策
	

	７月
	
	・端末の機能を生かした授業（外部講師）

	８月
	・危機管理研修
	

	９月
	・学習状況調査の結果分析と自校の課題
	

	１月
	
	


※　研修内容と実施月が明記された内容であれば、様式は裁量でよい。
※　いじめ問題や不登校への対応、特別支援教育、学力状況調査の分析など、今日的な教育の諸課題を踏まえた研修を適切に位置付けること。
※　ＩＣＴ活用研修の計画に当たっては、文部科学省「教員のＩＣＴ活用指導力チェックリスト」等を参照して、教員が以下の能力を高めることができるよう工夫すること。
Ａ： 教材研究・指導の準備・評価・校務などにＩＣＴを活用する能力
Ｂ： 授業にＩＣＴを活用して指導する能力（教員がＰＣや提示装置、学習用ソフト、デジタル教材等を効果的に活用できる能力）
Ｃ： 児童生徒のＩＣＴ活用を指導する能力（児童生徒がＰＣ等の基本的な操作技能を身に付けることができるようにする指導や、互いの考えを交換し共有して話合いなどができるように、ＰＣやソフトなどを活用することを指導する等の能力）
　 Ｄ： 情報活用の基盤となる知識や態度について指導する能力（情報セキュリティや情報モラル、インタ
ーネットなどを安全に利用できるように指導する等の能力）
※　立案にあたっては、(1)で位置付けた研修主事、校内研修推進委員会が中心となり、研修内容の系統性を整理し、研修内容の重点化や精選なども含め、効果的・効率的な方法により実施できるようにする。

（３） 主題研究　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　             　         　  №３－（３）
	研究主題
	○○力を育成する○○指導
～○○○○○○○○○○○○○○を通して～
	教科等

	算数科/道徳科
総合的な学習の時間
全教科　等

	研究内容
	
（１）○○○を大切にした指導計画の作成※　研究内容を項目として端的に記載する。

（２）単位時間における○○○の工夫
･････････････････････････････････


　
（４）幼稚園、保育所、認定こども園との連携　※小学校、義務教育学校のみ　 　       №３－（４）
	
		1学年児童の
入学前の在籍
	連携窓口
（担当者）
	接続期カリキュラムの編成

	
	
	
	小学校においてスタートカリキュラムを編成
	スタートカリキュラムの編成に関して幼稚園・保育所等の教職員が助言・協力
	幼児教育施設のアプローチカリキュラム等の編成に関して小学校の教員が助言・協力

	園数
実施状況
	　　　８　園
	・あり ・なし
（１年主任）
	・あり ・なし
	・あり ・なし
	・あり ・なし

	連携の
内容
	ア　幼稚園教員・保育所保育士等との合同研修会
	イ　幼稚園教員・保育所保育士等による小学校の授業参観
	ウ　小学校教職員による幼児教育施設の保育参観
	エ　幼稚園・保育所等の園児と小学校の児童との交流活動
	オ　障がいのある幼児等の幼児教育施設からの情報提供（個別の教育支援計画の引継ぎ等）

	実施状況
	・あり ・なし
	・あり ・なし
	・あり ・なし
	・あり ・なし
	・あり・なし・該当なし

	実施園数
	　　　　２　園
	　　　　２　園
	　　　　２　園
	　　　　２　園
	　　　　　８　園


※　園の総数については数値を記入。「・あり　・なし」については、該当箇所に〇を付ける。
※　ア～オの連携について、ありの場合は、実施園数の数値を記入。
※　令和６年１０月付け「今後の幼児教育の教育課程、指導、評価等の在り方に関する有識者検討会」最終報告において求められている、幼保小の架け橋プログラムの更なる推進に向けて、「幼保小の架け橋プログラムの実施に向けての手引き」（文部科学省）に示されている「連携窓口（担当者）」を明らかにする。







（５）学校評価の実施計画（中学校は（４））  　　　　　                            　№３－（５）
	学校評価の内容
	実施月
	結果の公表の方法（該当欄に○を付ける）

	
	
	ＨＰに
掲載
	学校便りへの掲載
	保護者への説明会
	広報誌への掲載
	地域住民への説明会
	その他

	・自己評価
	７月、１２月
	○
	○
	○
	
	
	

	・学校関係者評価
	７月、１２月
	○
	○
	○
	
	
	



４　教育課程の編成
（１） 教科等の計画授業時数一覧    　　　　　　　　　　　 　　　                    №４－（１）
	項目
	
	学年
	１
	２
	３
	４
	５
	６

	　年間授業日数
	２００
	２００
	２００
	２００
	２００
	１９９

	  年間授業時数   ①＋②
	８９５
	９５５
	１０２５
	１０８２
	１０９２
	１０９２

	教



科


Ａ
	国　　　　語
（　毛　筆　）
	３０６
	３１５
	２４５
（３０）
	２４５
（３０）
	１７５
（３０）
	１７５
（３０）

	
	社　　　　会
	
	
	７０
	９０
	１００
	１０５

	
	算　　　　数
	１３６
	１７５
	１７５
	１７５
	１７５
	１７５

	
	理　　　　科
	
	
	９０
	１０５
	１０５
	１０５

	
	生　　　　活
	１０２
	１０５
	
	
	
	

	
	音　　　　楽
	６８
	７０
	６０
	６０
	５０
	５０

	
	図画工作
	６８
	７０
	６０
	６０
	５０
	５０

	
	家　　　　庭
	
	
	
	
	６０
	５５

	
	体     　育
（　保　健　）
	１０２
	１０５
	１０５
（４）
	１０５
（４）
	９０
（８）
	９０
（８）

	
	外　 国　 語
	
	
	
	
	７０
	７０

	Ｂ
	特別の教科　道徳
	３４
	３５
	３５
	３５
	３５
	３５

	Ｅ
	外 国 語 活 動
	
	
	３５
	３５
	
	

	C1
	学級活動
	３４
	３５
	３５
	３５
	３５
	３５

	Ｄ
	総合的な学習の時間
	
	
	７０
	７０
	７０
	７０

	1  　 小　  　　　　  計
	８５０
	９１０
	９８０
	１０１５
	１０１５
	１０１５

	特別活動
C2
	児童会活動
	１５
	１５
	１５
	２０
	２５
	２５

	
	クラブ活動
	
	
	
	１２
	１２
	１２※標準を大きく上回る時数（標準1015の場合、1086単位時間以上）ではないか確認をする。


	
	学校行事
	３０
	３０
	３０
	３５
	４０
	４０

	2  　 小　　　　　　　計
	４５
	４５
	４５
	６７
	７７
	７７


※　計画授業時数は確実に別添の年間カレンダーに位置付けるようにすること。

　(２) 特別支援学級における特別の教育課程   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　№４－(２)
	障がい種
	設置
	特別の教育課程の実施

	知的障がい
	〇
	　・なし　・あり　（自立活動、生活単元学習、作業学習、その他【　　　　】）

	自閉症・情緒障がい
	×
	　・なし　・あり（自立活動）

	肢体不自由／難聴
	〇
	肢　・あり（自立活動）　　　難　・あり（自立活動）


※　特別支援学級を設置している場合は、「設置」の欄に○、もしくは、×で示す。また、「設置」に○をした場合は、特別の教育課程の実施について、○で示す。
※　知的障がい及び自閉症・情緒障がい以外の障がい種の学級を設置している場合は、３行目に「肢体不自
由／難聴／病弱・身体虚弱」のいずれかを記載し、特別の教育課程の実施について記載する。なお、複数
の場合は、全て記載する。
(３) 選択教科の実施　　※中学校、義務教育学校のみ　　　　　　　　　　　　　　　　　　№４－(３)
	実施状況
	実施学年
	授業時数
	教科毎の開設コース数
	コース数合計

	
	
	
	国語
	社会
	数学
	理科
	音楽
	美術
	保体
	技家
	外国語
	

	実施して
いる
	○
	第１学年
	１７
	２
	２
	２
	２
	０
	０
	０
	０
	２
	１０

	
	
	第２学年
	１７
	２
	２
	２
	２
	０
	０
	０
	０
	２
	１０

	
	
	第３学年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	実施して
いない
	
	


※　実施の有無を○で示し、実施している場合は実施学年について授業時数と教科ごとの開設コース数を記載する。実施していない学年は「／」。

(４) 総合的な学習の時間の各学年の内容（小学校は(３)）　　　　                        №４－(４)
	学年
	総合的な学習の時間の名称
（ 藪田ふるさと学習 ）
	下記の各探究課題（テーマ）についての計画時数
	時数
合計

	
	
	Ａ 国際理解
	Ｂ 情報
	Ｃ 環境
	Ｄ 福祉
	Ｅ 健康
	Ｆ 資源エネルギー
	Ｇ 安全
	Ｈ 食
	Ｉ 科学技術
	Ｊ 町づくり
	Ｋ 伝統文化
	Ｌ 地域経済
	Ｍ 防災
	Ｎ キャリア
	Ｏ ものづくり
	Ｐ 生命
	Ｑ その他
	

	
	各学年のテーマ等
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	３
	藪田の自然を知ろう
	
	
	70
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	70

	４
	藪田の歴史を知ろう
	
	
	
	
	
	20
	
	50
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	70

	５
	藪田の産業
	
	
	10
	
	
	35
	
	25
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	70

	６
	藪田の人々と生きる
	35
	10
	
	
	
	
	
	
	
	
	25
	
	
	
	
	
	
	70

	特支
	藪田の自然と歴史
	
	
	30
	
	
	
	
	40
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	70


※　「各学年のテーマ等」の欄には、中心となる学習活動を端的に記載する。

(５) 教育課程編成上の措置（小学校は(４)）　　　                                       №４－(５)
	内　容小学校のみ

	実施の有無
	実 　　施　　方　　法　　等

	教科担任制
	あり・なし
	・　第５学年理科で実施 ・全学級を教諭（Ａ）が担当。
・　第５学年音楽科で実施 ・４学級のうち、２学級を教諭（Ａ）、
  ２学級を１組担任（Ａ）が担当。
・　第５・６学年の家庭科で実施・全８学級を藪田中学校家庭科教諭（Ｃ）が担当。
・　６年２組体育科で実施。教務主任（Ｂ）が担当。

	１単位時間の
弾力的運用
	あり・なし
	

	短時間学習
（「帯時間」の活動）
	あり・なし
	教科等の授業時間に
該当する
	○
	教科　算数
第６学年で週１回、朝の15分間で実施。

	
	
	教科等の授業時間に
該当しない
	○
	・全校朝読書（10分間）




※　教科担任制
・　実施している学年と教科、実施方法を具体的に記載する。特に実施方法については、指導者と担当学
級の関係が分かるように記載する。
 ・　なお、教科担任制が同一学年のうち、一部の学級のみで実施されている場合も含む。ただし、書写に
ついては、教科担任制の対象とはしない。
　＊<指導者>の区分＊
　　　Ａ ： 当該教科の中免資格者であり、その教科の指導ができる小学校教員
　　　Ｂ ： 当該教科の中免資格者でないが、その教科の指導が得意な小学校教員
　　　Ｃ ： 小学校への兼務発令を受けた中学校教員
　　　Ｄ ： その他
※　１単位時間の弾力的運用
　・　実施している場合は、「○○（教科等）で○○分授業を実施」など、実施内容を端的に記述する。ただ
し実施する場合は、各教科等の年間授業時数を確保しつつ、児童生徒の発達の段階及び各教科等の学習
活動の特質を考慮して適切に定める。
※　短時間学習（「帯時間」の活動）
　・　週時程表の中で、１０～１５分間程度の活動を位置付けるという短時間学習（「帯時間」の活動）につ
いて、「あり・なし」どちらかに〇を付ける。実施の場合は、教科等の授業時間としてカウントしている
かどうかについて当てはまるものに○を付ける（当てはまらない場合は空欄、どちらもある場合は両方）。
　・　教科で実施の場合は教科名、教科以外の活動については「朝読書」、「健康マラソン」等の内容がわか
る名称を記載する。

(６)　週時程表（小学校は(５)）　　　　　　 　　        　　　　　　　　　　　　　　　№４－(６)
	時刻
	活動名
	月
	火
	水
	木
	金
	土曜授業
（年８回）

	8:10～8:20
	朝読書
	
	
	
	
	
	・教科の授業
・総合的な学習の時間（ふるさと学習）
・合唱祭等行事

	8:20～8:35
	朝の会
	
	
	
	
	
	

	8:40～9:25
	１時間目
	Ａ
	Ａ
	Ｂ
	Ａ
	Ａ
	

	9:35～10:20
	２時間目
	Ａ
	Ａ
	Ａ
	Ａ
	Ａ
	

	10:20～10:40
	中休み
	
	
	
	
	
	

	10:45～11:30
	３時間目
	Ａ
	Ａ
	Ａ
	Ａ
	Ａ
	

	11:40～12:25
	４時間目
	Ａ
	Ａ
	Ａ
	Ａ
	Ａ
	

	12:25～13:05 給食、13:05～13:25 昼休み、13:30～13:50 掃除
	

	13:55～14:40
	５時間目
	Ａ
	Ａ
	Ａ
	Ａ
	Ｄ
	

	14:50～15:35
	６時間目
	Ａ
	Ｃ１
	Ａ
	Ａ・Ｃ２
	Ｄ
	

	15:45～16:00
	帰りの会
	
	
	
	
	
	


※　最終学年の週時程表を記載する。
※　週時程表が複数ある（時期等によって替えて行っている）場合は１例を示し、表の枠外に「冬期（12月
～１月）は、・・・・」等の簡単な説明を記載する。
※　義務教育学校については、前期課程と後期課程で異なる場合はその両方を記載する。
※　使用する記号については、次のとおりとする。
Ａ……教科の時間   　　
Ｂ……特別の教科　道徳の時間  
Ｃ１……学級活動(学校教育法施行規則第51条別表第1に定める特別活動の授業時数に当たるもの)
Ｃ２……児童会（生徒会）活動、クラブ活動（小のみ）、学校行事
Ｄ……総合的な学習の時間  
（Ｆ……従前の学校裁量の時間と同義の時間。ここには記載は不要。別添の年間カレンダーに記載する）
※　土曜授業については、年間の回数と、実施している主な内容を箇条書きで記載する。回数については「土
曜授業」として実施している授業日のみ（振替休業日を設けるものは含まない）。実施がない場合は斜線を
入れる。
(７)　宿泊を伴う学校行事（小学校は(６)）　　　　　　　　　　　　　                 №４－(７)
	行事内容
	実施
学年
	児童数
	行先
	旅行日程
	往復乗物

	宿泊研修
	５
	７０
	○○市少年自然の家
	５月１４日（木）
～ ５月１５日（金）
	１泊２日
	貸切バス

	修学旅行
	６
	７０
	京都・奈良
	１１月１２日（木）
～１１月１３日（金）
	１泊２日
	貸切バス
新幹線

	
	
	※　「行先」は時系列に、都道府県名を記載する。宿泊研修で行先が一箇所の場合は、施設名等を具体的に記載する。


	
	※　「往復乗物」で複数の乗物を使用する場合は、時系列に記載する。
※　移動の行程上で船舶や航空機などを使用する場合は必ず記載する。

	
	







(８) 運動会（体育祭）（小学校は(７)）                     　　       　　　          №４－(８)
	期　　日
	１０月２４日（土）
	教育課程上の位置付け
	学校行事（５時間）



(９) ２学期制・３学期制、入学式・始業式・終業式・卒業式（小学校は(８)）　           №４－(９)
	２学期制
	○
	３学期制
	

	入学式
	       　４月　　７日　（火）
	入学式
	 　　　　　　月　　日  （　　）

	卒業式
	　　　　 ３月　１９日　（金）
	卒業式
	　　　　　　 月　　日　（　　）

	（前）期
	始業式
	 ４月７日
	終業式
	１０月９日
	１学期
	始業式
	月　日
	終業式
	月　日

	（後）期
	始業式
	１０月１5日
	終業式
	 ３月２３日
	２学期
	始業式
	月　日
	終業式
	月　日

	
	３学期
	始業式
	月　日
	終業式
	月　日

	夏季休業日
	　７月２１日　～　 ８月２７日
	夏季休業日
	月　日　～　月　日

	秋季休業日
	１０月１０日　～ １０月１４日
	
	

	冬季休業日
	１２月２７日　～   １月  ６日
	冬季休業日
	月　日　～　月　日


  ※　最上段の学期制の行で、当てはまる方法に○を付けて記載する。
※　２学期制を採っている学校の学期名は、学校での呼称で記載する。

５　令和７年度の実態　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（１）臨時休業日数（全校を臨時休業日とした日数）　　　　　　　　　　　　　　　　　　№５－（１）
	日にち
	日　数
	理　由

	７月６日～７月７日
	２日
	気象警報発表のため

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合　計
	２日
	



（２）教科等の実施状況　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　№５－（２）
	項目
	
	学年
	１
	２
	３
	４
	５
	６

	　 年間授業日数
	１８８
	１８８
	１８８
	１８８
	１８８
	１８７

	  年間授業時数   ①＋②
	８５０
	９１０
	９８０
	１０１５
	１０１５
	１０１５

	教



科


Ａ
	国　　　　語
（　毛　筆　）
	
	
	
（　）
	
（　）
	
（　）
	
（　）

	
	社　　　　会
	
	
	
	
	
	

	
	算　　　　数
	
	
	
	
	
	

	
	理　　　　科
	
	
	
	
	
	

	
	生　　　　活
	
	
	
	
	
	

	
	音　　　　楽
	
	
	
	
	
	

	
	図画工作
	
	
	
	
	
	

	
	家　　　　庭
	
	
	
	
	
	

	
	体    　育
（　保　健　）
	
	
	
（　）
	
（　）
	
（　）
	
（　）

	
	外　 国　 語
	
	
	
	
	
	

	Ｂ
	特別の教科　道徳
	
	
	
	
	
	

	Ｅ
	外 国 語 活 動
	
	
	
	
	
	

	C1
	学級活動
	
	
	
	
	
	

	Ｄ
	総合的な学習の時間
	
	
	
	
	
	

	3  　 小　  　　　　  計
	
	
	
	
	
	

	特別活動
C2
	児童会活動
	
	
	
	
	
	

	
	クラブ活動
	
	
	
	
	
	

	
	学校行事
	
	
	
	
	
	

	4  　 小　　　　　　　計
	
	
	
	
	
	



○　標準授業時数を下回った場合の状況　　※どちらかに○印を付ける。
■　標準授業時数を下回った学級　（　あり　　・　　なし　）　
	年　組
	各教科・領域等における不足時数
	理　由

	
	国
	社
	算
	理
	生
	音
	図
	家
	体
	外
	道
	学
	総
	計
	主な対応

	４年
１組
	１
	１
	１
	０
	－
	１
	１
	－
	０
	－
	１
	０
	０
	６
	７月の気象警報発令による臨時休業に加えて、１月にインフルエンザによる学級閉鎖があったため

	
	・　学級閉鎖終了後、短時間の放課後学習を実施し、各教科の履修内容を確実に指導した。


	５年
１、２、３組
	２
	１
	２
	１
	－
	２
	０
	２
	０
	０
	０
	０
	２
	12
	７月の気象警報発令による臨時休業に加えて、１月にインフルエンザによる学年閉鎖があったため

	
	・　学年閉鎖の終了後、短時間の放課後の学習を実施するとともに、朝の帯時間に一人一人の学習状況に応じた個別の支援を行い、各教科の５年生の履修内容を確実に指導した。

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



	
	



※　同一学年の複数学級において標準授業時数を下回った場合の不足時数の記入は、１学級分（不足時数が
一番多い学級）のみの記載でよい。
（３）オンラインを活用した「特例の授業」の実施について
※　感染症や災害の発生等の非常時にやむを得ず学校に登校できない児童生徒について、オンラインを活用
した学習の指導を実施し、指導要録の「指導に関する記録」の別記に「特例の授業」として記録した授業。
学級の一部の児童生徒に実施した場合も含む。　	

〇　実施状況（　あり　　・　　なし　）　※どちらかに○印を付ける。　　　　　　　№５－（３）
	実施日数

	１年
	２年
	３年
	４年
	５年
	６年
	特支

	３
	３
	３
	３
	３
	３
	３


[bookmark: _Hlk154149677]※　令和３年２月１９日付け初等中等教育局通知「感染症や災害の発生等の非常時にやむを得ず学校に登
校できない児童生徒の学習指導について」により、非常時に臨時休業又は出席停止等によりやむを得ず
学校に登校できない児童生徒について、以下の①又は②の方法によるオンラインを活用した学習の指導
（オンラインを活用した特例の授業）を実施したと校長が認めた授業について記載。（指導要録の指導に
関する記録の別記として、非常時にオンラインを活用して実施した特例の授業等の記録したもの）
　 ①　同時双方向型のオンラインを活用した学習指導
　 ②　課題の配信・提出、教師による質疑応答及び児童生徒同士の意見交換をオンラインを活用して実施
する学習指導（オンデマンド動画を併用して行う学習指導等を含む）
※　学級によって実施日数が異なる場合は、学級の最大実施日数を記入する。
※　不登校児童生徒や病気療養児童生徒に対して、オンラインを活用した授業を行い、指導要録上「出席
扱い」とした授業は該当しない。

（４）宿泊を伴う学校行事について　　　　　　　 　　　   　　 　　　　　 　　　　 　№５－（４）
	行事内容
	実施
学年
	児童数
	行先
	旅行日程
	往復乗物

	宿泊研修
	５
	９５
	○○市
少年自然の家
	１０月１６日（木）
～１０月１７日（金）
	１泊２日
	貸切バス

	修学旅行
	６
	８８
	京都・奈良
	６月１９日（木）
～  ６月２０日（金）
	１泊２日
	貸切バス

	
	
	※　「行先」は時系列に、都道府県名を記載する。宿泊研修で行先が一箇所の場合は、施設名等を具体的に記載する。

	
	※　「往復乗物」で複数の乗物を使用する場合は、時系列に記載する。
※　移動の行程上で船舶や航空機などを使用する場合は必ず記載する。

	
	





６　その他
〇校内教育支援センターについて
	設　　置
	専任の指導者や支援員

	あり
	なし
	あり
	なし


通常の教室に入りづらい児童生徒が学ぶための特別な教室（校内教育支援センター、校内適応指導教室、スペシャルサポートルーム等※保健室を除く。）について、設置の有無を記載する。名称は、「校内教育センター」に限らない。
なお、現在、対象児童生徒がいなくても、そうした状況が生じた際に速やかに対応できる教室があれば、「設置あり」と記載してよい。
　また、「設置あり」の場合は、専任の指導者の有無についても記載する。
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